
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
東京都 台東区
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [162,365円]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [9.54人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [6.9%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

台東区
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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財政力
　財政力指数は前年度と同じ０．４１ポイントとなっている。類似団体内（２３区内）では１７位と
なっているが、歳入に占める特別区税の割合が比較的低いことが大きな要因と考えられる。今
後とも「行政経営推進プラン」を着実に遂行することにより、健全な財政を維持しつつ、行政サー
ビスの向上とコストの縮減などに取り組んでいく。

財政構造の弾力性
　経常収支比率は、前年度から１．２ポイント低下し、７５．７％となっている。これは、分子にあた
る経常経費に充当する一般財源等が、後期高齢者医療会計への繰出金や委託経費などの増加
により増となったものの、分母にあたる特別区税や特別区交付金などの歳入経常一般財源等
が、それ以上に増となったことによるものである。本区の経常収支比率は、平成１３年度から７
０％台を維持しており、一般的に適正といわれる範囲内にあることから、引き続きその維持に努
めていく。

人件費・物件費等の状況
　人口１人当たり人件費・物件費等決算額は、前年度と比較し３，６７１円減少しているが、これ
は、退職手当や共済費の減により人件費が減少したことなどによるものである。また、２３区内で
１８位となっているが、これは、施設の管理運営委託や業務委託などに先駆的に取り組んできた
ため、物件費が比較的多いことによるものである。なお、区有施設の老朽化に伴い、今後、維持
補修費の増加が見込まれることから、計画的な施設保全に努めるなど、適切な管理を行ってい
く。

給与水準（国との比較）
　ラスパイレス指数は、前年度から０．４ポイント低下し、２３区の平均値と比較しても０．５ポイン
ト下回っている。今後も一層の給与適正化に努めていく。

将来負担の状況
　特別区債の現在高や退職手当の負担見込額など将来の負担額に対し、基金残高や地方交付
税において基準財政需要額に算入される減税補てん債等の現在高など、充当可能な財源の合
計が上回ったため、将来負担比率は、比率なしとなっている。

公債費負担の状況
　実質公債費比率は、前年度から１．３ポイント低下し、６．９％となっている。これは、特別区交
付金や特別区税が前年度に比べて増加したため、標準財政規模が大きくなったことが大きな要
因となっている。今後とも、地方債の発行については、世代間の公平性や年度間の財源調整な
ど地方債の機能を踏まえ、将来の財政負担に十分留意しながら、有効かつ適切に行っていく。

定員管理の状況
　人口千人あたり職員数は、２３区の平均値と比較すると２．２４人上回っているが、これは、台東
区の人口規模が２３区内では比較的小さいことによるものと考えられる。今後も適正な定員管理
に努めていく。



歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 東京都 台東区

経常収支比率の分析

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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人件費

　人件費に係る経常収支比率は、前年度と比較し１．１ポイント低下している。また、類似団体内平均値（２３区平均）との比較でも２．１ポイ
ント下回っている。今後も職員の定員適正化を図るなど、人件費の抑制に努めていく。

物件費

　物件費に係る経常収支比率は、２３区平均との比較では１．２ポイント下回っているが、前年度と比較し０．２ポイント上昇した。これは、資
源回収や図書館管理運営にかかる業務委託など委託料の増加により、経常的経費に充当する一般財源等が増加したことによるものであ
る。なお、施設などの維持管理経費や、消耗品、印刷製本費などの管理的経費については、これまでも縮減に努めてきたが、今後も引き
続き見直しを行っていく。

扶助費

　扶助費に係る経常収支比率は、前年度と比較し０．１ポイント低下している。これは、障害者自立支援給付などの経費の増加により経常
経費充当一般財源等が増加したものの、特別区民税や特別区交付金など、歳入経常一般財源等も増加したため、前年度とほぼ同じ数値
にとどまったものである。

公債費

　公債費に係る経常収支比率は、２３区平均を３ポイント上回っているが、前年度との比較では、０．３ポイント低下しており、減少傾向で推
移している。今後とも、地方債の発行については、世代間の公平性や年度間の財源調整など地方債の機能を踏まえ、将来の財政負担に
十分留意しながら、有効かつ適切に行っていく。

補助費等

　補助費等に係る経常収支比率は、前年度と比較し０．１ポイント低下しているが、補助費等の額は、認証保育所助成などの経費の増加
により、増加している。なお、補助金については、行政評価などを活用することにより、今後とも必要な見直しを進めていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 16,077,145 96,882 77,834 24.5
賃金（物件費） 106,829 644 1,071 ▲ 39.9
一部事務組合負担金（補助費等） 353,682 2,131 1,431 48.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - - -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 740,555 4,463 2,862 55.9
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 207,316 1,249 1,370 ▲ 8.8
▲退職金 ▲ 1,531,387 ▲ 9,228 ▲ 8,288 11.3
合計 15,954,140 96,141 76,280 26.0

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 9.54 7.30 2.24
ラスパイレス指数 100.8 101.3 ▲ 0.5

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

5,578,947 33,619 14,455 132.6

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

39,167 236 329 ▲ 28.3

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 16,089 97 35 177.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

227,697 1,372 1,132 21.2

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

319,890 1,928 4,279 ▲ 54.9

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - - -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

- - - -

合計 6,181,790 37,252 20,230 84.1
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 東京都 台東区

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

4,548,978 28,592 ▲ 26.4 31,839 ▲ 8.8 ▲ 17.6

うち単独分 3,825,246 24,043 13.0 23,158 ▲ 11.0 24.0

4,608,261 28,674 0.3 39,181 23.1 ▲ 22.8

うち単独分 4,120,209 25,637 6.6 30,032 29.7 ▲ 23.1

4,349,726 26,832 ▲ 6.4 41,288 5.4 ▲ 11.8

うち単独分 4,048,826 24,976 ▲ 2.6 28,024 ▲ 6.7 4.1

4,267,282 26,078 ▲ 2.8 43,449 5.2 ▲ 8.0

うち単独分 4,205,171 25,698 2.9 30,214 7.8 ▲ 4.9

8,624,825 51,974 99.3 51,948 19.6 79.7

うち単独分 8,523,013 51,360 99.9 38,080 26.0 73.9

過去５年間平均 5,279,814 32,430 12.8 41,541 8.9 3.9

うち単独分 4,944,493 30,343 24.0 29,902 9.2 14.8

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 東京都 台東区

当該団体値 類似団体平均値




